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論 文 の 内 容 の 要 旨

（目的）

　労働者のメンタルヘルスに関わる課題は、従来から職業性ストレスを中心に数多く検討されてきた。様々

な施策がその改善をはかるよう計画・対応されてきたものの、多くの課題が残っている。本研究では、職業

性ストレスのみでは労働者のストレス反応全般をまだ十分に説明仕切れていない点に着目し、職業性ストレ

ス以外のストレス要因を「ライフストレス」と命名し、これを調査できる簡便な方法の開発とその信頼性と

妥当性を検討した。次に、休業事例の分析を通じて、円滑な職場復帰マネジメントへの知見を得ることを目

的とした。

（対象と方法）

①　調査研究

　2006 年 11 月時点で筑波研究学園都市交流協議会に加盟していた 82 機関の職員 20,742 名を対象とした。

労働者のライフストレスに関する質問紙の信頼性・妥当性および、職業性ストレスやストレス反応との関係

を解析・検討した。

②　休業事例の事例研究

　6ヶ所の事業場にて該当した休業 50 事例のうち、対象者・主治医・事業主の 3者から調査の同意を得ら

れた 4事例を対象とした。これら事例のエピソードを詳細に分析した。主治医診断書の情報と精神科産業医

の診立てを比較すると共に、職場復帰支援にあたっての対応困難度との関係について検討した。

（結果）

①　調査研究

　回収数は 12,009 名（回収率 57.9％）のうち、20 歳から 69 歳までで、欠損値のない 8,033 名を対象とした。

ライフストレスに関する質問は因子分析により 2因子（経済的ストレス、家族ストレス）に分けられた。こ

の 2因子も労働者のストレス反応と有意に関連しており、この関係は重回帰分析でも確認された。

②　症例研究

　事例 1は 30 歳男性で操作的診断はうつ病（診断書病名：うつ病）であった。事例 2は 43 歳男性で操作的
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診断は大うつ病（診断書病名：心因反応、自律神経失調症）であった。事例 3は 32 歳男性で操作的診断は

統合失調症（診断書病名：精神衰弱、分裂病）であった。事例 4は 35 歳男性で操作的診断は強迫性障害お

よび人格障害（診断書病名：心因反応、うつ病）であった。

　対応困難度が高いケースでは、休業回数および日数が多い傾向が認められ、主治医診断書病名と研究チー

ムによる診断の乖離が大きかった。

（考察）

　開発したライフストレス簡易質問調査票は、Cronbachの信頼係数αは 0.61 ～ 0.87 であり、信頼性が確認

された。また因子分析により妥当性も確認された。

　主治医の診断書の記載内容が、病状や必要な職場環境調整について必要十分な正しい記載がなされていな

い可能性が考えられた点は、心の健康問題を抱える労働者の円滑な職場復帰を検討する上で重要な知見と考

えられた。

　以上の要旨は、まず労働者のメンタルヘルス調査において、新規に開発したライフストレス簡易質問表の

信頼性と妥当性を確認したことにある。次に休業事例の診断書の記載内容と対応の困難度との関連性から、

復職可否の判断に際して記載内容の重要性を指摘し、さらに復職の際には診断書の記載内容だけでなく、実

際の復職準備状況も事前に確認することの有用性を述べたことである。

審 査 の 結 果 の 要 旨

　わが国における自殺は、先進諸国の中では極めて多く、とくに近年は中高年の自殺者の増加が注目されて

いる。具体的には職場におけるうつ病患者の増加がポイントと目されている。そしてこれらの点は産業衛生

における重要課題として強く認識されるようになった。従来は本件に関して、職業性ストレスばかりが注目

されがちであった。けれども職場における精神的健康度は、職業性ストレスのみでは十分に説明し切れない。

　本研究では、このような問題点と課題に注目して新たな評価尺度を開発し、大規模なアンケート調査から、

その信頼性と妥当性を証明した意義は評価に値する。また心の健康問題を抱える労働者の円滑な職場復帰に

おいて重要な視点を示した点も意義深い。

　よって、著者は博士（医学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。


